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日頃より、世界及び日本国民のためにご尽力いただいておりますことに敬意を表します。 

 

さて、来たる5月26日から27日、伊勢志摩でG7サミットが開催されますが、今次サミットの重

要議題の一つとして、国際保健問題やUHC（ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ）など、生涯

を通した保健サービスの確保や国境を越えた感染症問題が取り上げられると聞いております。 

 

本年 4 月 26 日の『人口と開発に関する世界国会議員会議』で安倍総理は、「我が国は国際保健

の議論を主導してきた」とのスピーチを行っています。実際、2000 年の G8 沖縄サミットで感

染症対策を発表し、それが世界エイズ・結核・マラリア対策基金（グローバル・ファンド）設

立へと結実しました。また、2008 年の G8 洞爺湖サミットでも国際保健に関する行動指針を発

表するなど、我が国は議長国としての国際保健イニシアティブを発揮してきました。 

 

一方、感染症問題といえば、エボラ出血熱やデング熱、ジカ熱などの感染症がアフリカ・アジ

ア・中南米など発展途上国を中心に猛威を振るっており、それがいつ何時、我が国を襲うとも

知れない状況にも直面しています。特に、多数の死者を出したエボラ出血熱については、この 3

月、世界保健機関（WHO）が非常事態の解除を発表しましたが、今も予断を許さない状況とな

っています。 

 

感染症の地球規模への拡散・拡大は、航空網の発達なくして考えることは出来ません。感染症

患者やウィルスを媒介する蚊なども、飛行機に乗って感染地から他国に移動しています。もと

より今日のグローバル化した世界にあって航空産業の存在は必要不可欠ですし、外国人訪日観

光客の増大は我が国経済にとっても大きな貢献ですが、航空機利用の増大による感染症拡大と

いう負の影響について一定の対策を打つ責任があることも忘れてはなりません。 

 

以上の観点から、私たちは議連では、国際線に乗る利用者から広く薄く航空券連帯・貢献税を

徴収することなど、主に感染症対策のための革新的な資金調達メカニズムを早期に導入すべき

と考えます。そのためにも、今回の伊勢志摩 G7 サミットの場で、我が国こそが感染症対策や

気候変動対策という地球規模課題に対し、資金面からのイニシアティブを発揮すべきとの立場

で、以下のことを政府に対して要請いたします。 

 

記 

 

１、来る G７伊勢志摩サミットにおいて、安倍総理より、我が国として航空券連帯・貢献税の

導入を実施することを宣言し、感染症対策や気候変動対策という地球規模課題を資金面から解

決するためのイニシアティブを発揮すること。 

 

２、航空券連帯・貢献税による税収は、地球規模課題対策に活用するとともに、3,000 万人外国

人訪日観光客時代に備え、空港（特に地方空港）での感染症予防対策等にも使用すること。 

 

以上 


